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国税庁においては、新型コロナウイルス感染症の影響により、納税が困難な納税者

の方に対し、納税の猶予等の納税緩和措置を適切に適用していく方針としております。 

 今般、令和２年４月 30 日に施行された「納税の猶予制度の特例」（特例猶予）につ

いて、令和２年 12 月 28 日（月）までに猶予申請を許可した件数及び税額を取りまと

めましたので、以下のとおりお知らせします。 

 

〇 特例猶予の適用状況（令和２年４月 30 日から 12 月 28 日適用分） 

 
適用状況 

件数 税額 

令和２年４～12 月分 ２８１，３４８件 １，２７３，１０１百万円 

  （注）既存の猶予制度の適用件数・税額は含まれていない。 

      

（参 考） 

    平成 30 事務年度における猶予制度の適用状況（既存制度のうち申請によるもの。） 

   件 数 税 額 

既存の猶予制度 ４１，８７１件 ６９，４８７百万円 

（注）１ 平成 30 事務年度は平成 30 年７月１日から令和元年６月末までである。 

  ２ 職権による換価の猶予は除く。 

「納税の猶予制度の特例」の適用状況（令和２年４～12 月分） 



 

（参考１）税目別の特例猶予の適用税額（令和２年４月 30 日から 12 月 28 日適用分） 

 

 

適用税額 

全税目 
（100.0%） 

１，２７３，１０１百万円 

 

所得税 
（7.9%） 

１０１，１０４百万円 

 

内 源泉所得税 
（5.7%） 

７２，０８８百万円 

内 申告所得税 
（2.3%） 

２９，０１６百万円 

法人税 
（29.9%） 

３８０，４３９百万円 

消費税及び地方消費税 
（58.9%） 

７４９，９８９百万円 

その他税目 
（3.3%） 

４１，５７０百万円 

 

（注）１ 括弧内の数値は、全税目に占める構成比を表す。 

   ２ 各々の計数において、百万円未満を四捨五入していることから、合計とは一致 

しない場合がある。 

 

 



 

（参考２）税目別の特例猶予の適用件数（令和２年４月 30 日から 12 月 28 日適用分） 

 

 

適用件数 

全税目 
（100.0%） 

３９０，５７０件 

 

所得税 
（29.9%） 

１１６，６９６件 

 

内 源泉所得税 
（16.2%） 

６３，２８２件 

内 申告所得税 
（13.7%） 

５３，４１４件 

法人税 
（6.5%） 

２５，２０９件 

消費税及び地方消費税 
（57.8%） 

２２５，８９３件 

その他税目 
（5.8%） 

２２，７７２件 

 

（注）１ 括弧内の数値は、全税目に占める構成比を表す。 

   ２ 特例猶予の適用件数１件に複数の税目が含まれる場合があるため、全税目の適用

件数は「特例猶予の適用状況」の件数と一致しない。 

 


